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研 究 論 文

１．はじめに

自動車の燃料消費率の改善は運輸部門の省エネルギー策，

CO2削減策の主要な柱である．1999年に施行された改正省

エネ法に基づき，ガソリン乗用車では2010年を目標年とす

る新車燃費基準が定められており，現在，次期燃費基準の

内容が検討されている1）．目標とする燃費水準は基準年のト

ップランナー車両を基準として設定されているが，その導

入効果は平均燃費の改善率を示すにとどまっている2）．

欧米では自動車のCO2排出規制，燃費規制の検討におい

て，規制に伴う費用構造変化が消費者や社会に及ぼす影響

の評価が行われ3～5），政策判断指標の一つとなっている．こ

のような燃費基準が自動車利用の経済性に及ぼす影響を分

析することは，我が国の基準検討においても重要である．

自動車の燃費改善には新たな技術導入が必要であり，車

両価格を上昇させる一方，走行距離が一定ならば燃料消費

量が節約される．燃費技術の費用特性をみると，一般的に

目標改善率が高いほど限界費用は増加する．すなわち目標

改善率が低い場合，燃費節約額が車両価格の増加額を上回

り消費者に利益をもたらすが，目標が高すぎると車両価格

が大幅に増加し消費者に不利益をもたらす可能性がある．

そこで，本研究ではガソリン乗用車を対象に，新たな燃

費基準が自動車利用の経済性に及ぼす効果の推計を試みる．

まず，燃費技術の費用特性を把握するために，文献より要

素技術の燃費改善率と費用を調査し，それらの可能な組み

合わせのうち，費用対改善率の観点から最も効率的なもの

を最適パッケージとして抽出する．次に，これに基づき等

価慣性重量（IW）クラス別の燃費基準の目標シナリオを設

定する．最後に設定したシナリオが経済性に及ぼす効果を

分析する．そこでは，新基準の施行年を2015年と想定し，

ほぼ全車が新基準車両となる2030年頃の効果を扱う．これ

により，自動車の省エネルギー策の検討に資する方法論を

提示することが本研究の目的である．

２．燃費技術の改善率とコスト

ここでは文献調査より得られた要素技術の燃費改善率と

費用を整理し，可能な組合せのうち費用対改善率の観点か

ら最も効率的なものを最適パッケージとして抽出する．

調査対象技術は，現在の販売車両に一部でも導入済みの

ものとした．ただし，基準策定でハイブリッド車（以下HEV），

マニュアル車（以下MT車）はトップランナー車両から除

かれているため，これらの技術は対象としない．技術カテ

ゴリはエンジン，トランスミッション，補機としたが，同

一カテゴリ内の要素技術は同時に利用できないものがある

ため，可能な組合せを整理している．カテゴリごとのパッ

ケージとL/kmベースの燃費改善率，費用を表１に示す．

また，気筒休止（DAC）は気筒数の少ない小型車では導入

できず，CVT，アイドリングストップは普通車への導入に
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は技術的課題があるため除外し，改善率，費用をNAと表

記している．

カテゴリ間の技術パッケージの組合せは全て可能であり，

組合せによる燃費改善率は次式で与えられる．

…………………………………（1）

ただし，ατはカテゴリτのL/kmベースの燃費改善率を表

す．また，費用は採用技術費用の和で与えられる．なお，

表の費用は年間50万台以上に導入される場合を想定してお

り，普及の初期段階ではより高額となりうる．

カテゴリ間の利用可能な技術の組合せ（以下パッケージ）

は小型車で432通り，普通車で350通り存在する．その中に

は，他のパッケージと比較して燃費改善率が低く，かつ費

用が高いものが存在するが，そのようなパッケージは採用

されないであろう．そこで，次式で与えられる集合の補集

合を最適パッケージ集合と定義する．

……………………（2）

ただし，cjはパッケージ jの費用を表す．各パッケージの

燃費改善率と費用をプロットしたものを図１に示す．ここ

表１ 燃費改善技術の改善率と費用

VVT（可変バルブタイミング）：Hofbauer6）

VVL（可変バルブリフト）：Wolters7）

過給（ターボチャージャー）：Petitjean8）

DAC（気筒休止）：Wolters14），Hofbauer6）

DI（直噴リーンバーン）：Lang9）

NC（ニュートラル制御），SLU（ロックアップ制御）：Jauch10）

5AT，6AT：Yamamoto11），Mozeer12）

CVT（無段変速機）：日比13），Mozeer12）

DCT（Dual Clutch Transmission）：Matthes14）

ATF（低粘度潤滑油）：Yamamori15）

EPS（電動パワステ）：清水16）

IS（アイドリングストップ）：Kozlowski17）

費用はNESCCAF18），Ricardo19）に基づき設定
網掛けは最適パッケージの採用技術を示す 図１ パッケージの燃費改善率と費用

ｂ）普通車

ａ）小型車

α＝1－　（1－ατ） Π 
τ 

T
~
＝｛ j cj＞ci andαj＜αi for∃i｝ │ 
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で，横軸はL/kmベースの燃費改善率，縦軸は費用を表す．

参考としてCARB4）の技術パッケージおよびEUの費用曲線5）

を付記する．図は右下ほど燃費改善率が高く費用が小さい

ことを意味し，最適パッケージは分布の右下の縁に位置す

る．この最適パッケージの採用技術を表１に網掛けで示す．

ここで最適パッケージの採用技術は必ずしも日本の現況

を反映していないことに留意が必要である．例えば，最適

パッケージは現在普及が進んでいるCVTを含まない．そ

の理由として，調査文献での当該技術費用が日本より高く

設定されていることなどが考えられる．このため，本分析

結果は日本での費用効率的な技術の特定ではなく，あくま

でも燃費改善に必要な費用の推計に用いるべきと考えられ

る．

図より燃費改善率が高いほど費用が高いが，EU費用曲線

と比べると改善率が20％程度まで概ね一致し，それ以上で

は本研究の推計費用が低い．これは，欧州では燃費のよい

MT車が普及しており，ドライブトレインの効率改善は高コ

ストとなるためと考えられる．普通車もほぼ同様の傾向で

ある．なお，CARBパッケージには最適パッケージより効

率的なものが存在するが，これは本調査では対象外の自動

マニュアルトランスミッションを含むためと考えられる．

３．燃費基準の目標シナリオ設定

燃費基準達成を目指し，自動車メーカは前倒しで低燃費

技術の導入を進めているが，新技術が幅広く普及するには，

それが消費者の利益となることが条件と考えられる．低燃

費技術の導入により消費者は燃費節約による利益を得るが，

車両価格の増加が節約額を上回れば，消費者には不利益と

なるため，保有車両の使用期間延長など，技術普及が遅れ

る状況などが想定される．

我が国では，燃費基準値はトップランナー方式に基づき，

主に技術的な導入可能性の観点から検討されるが，その経

済性を検討することも重要である．本章では２章で整備し

た技術パッケージの改善率と費用情報に基づき経済的な燃

費基準の目標シナリオの設定を試みる．

3.1 経済性に基づく目標シナリオの設定方法

現行の燃費基準は等価慣性重量（以下IW）クラスごとに

設定されている．ここでは，全体の燃費改善目標を与えた

場合に，消費者の利益が最大となるようなIW別の燃費基準

の設定方法を検討する．

まず，消費者利益を燃費改善による燃料消費節約額と車

両費用増加額の差と定義する注１）．また，新基準が導入され

た場合，全車両がそれを満たすと仮定する．ここで，2003

年の新車平均燃費は14.7km/Lであり，同年の登録台数で重

み付けした2010年基準値を1.2％上回っている．そこで，新

たな基準がない場合は将来全車両が2003年の新車平均燃費

になると想定し，新基準導入による全国の燃料消費節約額

ΔFCと車両費用増加額ΔVCを次式で与える．

………………（3）

…………………………（4）

ここで，gはIWクラス，kは車種を表し，L
–
は平均年間走

行距離，pfは燃料価格（燃料税込み），eg,k
03はL/kmベース

の2003年の車種k，IWクラスgの新車平均燃費，eg,k*は設定

する新燃費基準，qg,kは自動車保有台数，tは税率，cg,k*は新

基準達成に必要な車両費用増加額を表す．δNはN年間の割

引現在価値を導く係数であり，割引率をrとして次式で与

えられる．

…………………（5）

ここでΔFCは，全保有車両が新燃費基準を満たす場合と，

2003年の新車平均燃費に固定される場合のN年間の燃料費

の差であり，新基準導入を2015年とすると，概ね全車両が

新基準を満たす2030年頃の評価値となる．これは，既存車

と新基準車が置き換わる過程を考慮していないが，車種IW

別の保有車両が同じ割合で置き換わるならば，その過程を

通じた新基準に対する累積燃費節約額も同様の傾向になる

と期待される．

次に，２章の燃費改善率と費用の関係よりeg,k*に対応する

cg,k*が求められるが，2003年には既に一部車種に対象技術が

導入済みのため，その改善率と費用増加額を割り引く必要

がある．導入済み技術の改善率を割り引いた燃費をe~g,kとす

ると，燃費基準eg,k*を満たすには，次式を満たす技術パッケ

ージmを導入する必要がある．

……………………………………（6）

ただし，αg, k, mはパッケージmの燃費改善率を表す．ここで，

燃費改善率に対する費用増加額は車種別に与えられている

ので，車種kにmを導入したときの費用増加額をck,mとすると，

cg,k*は次式で与えられる．

c*g,k＝ck,m－c~g,k …………………………………………（7）

ただし，c~g,kは2003年に導入済みの燃費改善技術による車

両価格の増加額である．ここで，式（3）のeg,k*を式（6）の右

辺で置き換え，式（4）に式（7）を代入し，車種IW別に採用

する技術パッケージの集合をMとすると，技術導入による

消費者の利益は次のように表せる．

CPM＝ΔFCM－ΔVCM …………………………………（8）

このMのもとで，平均燃費の改善率は次式で与えられる．

ただし，e– 03は2003年の全車平均燃費である．

ΔFC＝L
–
・δN・Pf　（eg

03
, k－e*g, k）・qg, kΣ 

k, g

δN＝ ＝ Σ 
t＝0

N－1
1

（1＋r）t 1－1/（1＋r）
1－1/（1＋r）N

e*g, k　e~g, k（1－αg, k, m）

ΔVC＝（1＋t）　c*g, k・qg, kΣ 
g, k



－30－

171 エネルギー・資源 Vol. 28  No. 3（2007）

…………………………………（9）

………………（10）

ここで，全体の改善目標α–＊を達成し，消費者利益を最大

化する採用技術パッケージ集合M*は次の問題の解となる．

M*＝argmax
M

CPM ……………………………………（11）

s.t. α–M*＝α–＊ …………………………………………（12）

この問題は技術パッケージが離散的に与えられているこ

とから，制約付き組合せ最適化問題となる．ここで得られ

たM*の改善率を式（6）の右辺に代入したものを車種IW別

の燃費基準とし，これを同一IWクラスの車種別保有比率で

加重平均したものをIW別の燃費基準として設定する．

3.2 目標改善率に対する消費者利益の推計

小型車・軽自動車と普通車のIWクラスはそれぞれ６つ

あり，２章で得られた最適パッケージ集合の要素数は小型

車で26，普通車で17ある．このため，可能な技術パッケー

ジ集合は266×176＝7.5×1015通り存在し，その改善率と消費

者利益を網羅的に計算することは困難である．式（11），（12）

の問題の解法として組合せ最適化アルゴリズムの適用も考

えられるが，ここでは簡単のため消費者利益が最も高くな

るIWから順次改善率の高いパッケージを適用し，全体の改

善率に対する消費者利益の変化を推計する．この結果を用

いることで，目標改善率を満たし消費者利益を最大化する

IW別燃費基準を求める．この推計手順を以下に示す注２）．

１）最適パッケージ集合T *の要素miを改善率の低いものか

ら並べる（T *＝｛mi｝，αmi＜αmi＋1）

２）初期値として，全てのIWクラスに最も改善率の低いパ

ッケージm1を適用する（M0＝｛m1｝）

３）採用パッケージ集合MtのIWクラスgの要素（mi）のみ

一つ改善率の高いパッケージ（mi＋1）と置き換えたも

のをMgとし，全てのMgのなかで消費者利益が最大と

なるものをMt＋1とする（Mt＋1＝argmax
Mg

CPMg）

４）t＝t＋1とし，Mtの全ての要素が最大の改善率を与える

パッケージとなるまで３）を繰り返す

ここで，車種IW別の保有台数，平均燃費，技術導入率は

初度登録年別自動車保有車両数20），自動車燃費一覧21），自

動車諸元表22）より推計した．また，年平均走行距離は陸運

統計要覧23）より9,800kmとし，ガソリン価格は120円/L，保

有期間Nは10年と設定した．また割引率はUSDOT資料3）よ

り７％，税率は自動車取得税と消費税を合わせ10％とし，

グリーン税制などによる税の割引は考慮していない．なお，

実走行燃費と理論燃費の比を0.656としている24）．

この条件の下，上記の手順を適用し，L/kmベースでの

2003年新車平均燃費からの改善率に対する消費者利益の10

年間の割引現在価値を求めた（図２）．ただし，前節で示し

たように2003年時点で導入済みの燃費改善率を割り引いて

いるため，燃費改善率が負となる場合が存在する．

これより，改善率に対し限界利益は逓減する傾向が見ら

れるが，消費者利益は常に正であり，かつ一貫して増加し

ている．すなわち，２章で設定した技術特性の下では，燃

費改善率が高いほど消費者に高い利益をもたらすといえる．

3.3 IW別燃費基準の設定

前節の分析では平均燃費改善目標を達成する際に消費者

利益を最も高くするIW別の燃費改善率を求めたが，車種別

に導入可能な技術とそのコスト，および現時点でのIW別技

術導入率は異なっており，平均改善率に対するIW別の改善

率は一様ではない．そこで，2003年からの平均燃費改善率

が10％，20％，30％の場合のIW別燃費の推計結果を，2010

年基準値および2003年の平均燃費とトップランナー燃費と

共に図３に示す．

この図では2010年燃費基準と2003年の平均燃費はほぼ同

程度の値だが，目標が10％の場合はIW1,500～2,000kgのク

ラスを改善することが消費者利益の観点からは効率的であ

り，20％ではIW2,250kg以上の重量車とIW750kgクラスの

改善が効率的となる．30％ではいずれのIWクラスでも燃費

改善が要求される．

図３ IWクラス別の燃費基準の設定値

図２ 技術導入による燃費改善率と消費者利益

α–M＝（e
– 03－e

–
M）／e

– 03

e
–

M＝　　e~g, k・（1－αm）・qg, k／　　　qg, kΣ 
g, k

Σ 
g, k
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2003年の平均燃費とトップランナー燃費を比較すると，

IW750kgを除く軽量車では差が大きく，重量車では差が小さ

いため，トップランナー方式では軽量車の燃費改善率が相

対的に高く設定されると考えられる．一方，消費者利益の

観点からは，技術導入による燃費節約効果の高い重量車で

積極的に低燃費技術を導入することが効率的と考えられる．

４．燃費目標シナリオの効果分析

前章では燃費改善率が高いほど消費者利益も高まる結果

が得られたが，社会的には燃費節約額のうち，税の節約分

は所得移転であることから効果を控除する必要がある25）．

また，燃費改善はCO2排出を削減するため社会に利益を

もたらす．燃費改善は他にも自動車の保有や走行距離など

様々な変化をもたらしうるが，ここでは節税額の控除とCO2

削減の利益に着目し，社会的利益への効果分析を試みる．

また，前章の分析では平均走行距離を用い消費者利益を

導いたが，燃費節約効果は走行距離で大きく異なるため，

それによる消費者利益の違いを考慮することも重要である．

そこで，本章では前章で設定した燃費目標シナリオにつ

いて，節税効果の割引とCO2削減効果を考慮した社会的利

益の推計と走行距離別の消費者利益の分析を行う．

4.1 社会的利益の推計

前章で推計した消費者利益に含まれる税は燃料税と自動

車取得税，消費税である．税は社会全体で見るとコストで

はないため25），燃費基準Mのもとで，これらの税を控除し，

CO2削減価値（CO2PM）を加えたものを社会的利益（SPM）

として次式で定義する．

SPM＝ΔDFCM－ΔDVCM＋CO2PM …………………（13）

………（14）

…………………………………（15）

……………（16）

ここで，ΔDFCM，ΔDVCMは税抜きの燃料節約額と車両

費用増加額を表し，t fは燃料税，eMg*，cMg*は基準Mの下での

IWクラスgの燃費と車両費用増加額を表す．また，pCO2は

ガソリン１LあたりのCO2削減価値を表す．IW別燃費は前

章で設定したIW別車種別燃費の車種別台数による重み付

き平均で与え，t fは61.7円/L，pCO2は1.7円/L，10.3円/L，21.6

円/Lの３通りを設定した注３）．他の変数は３章の設定値を用

いている．

図４は燃費改善率に対する10年間の社会的利益の割引現

在価値の変化を示す．消費者利益の場合と異なり，社会的

には燃費改善率が20％で利益が最大となり，それ以上では

利益は低下している．これは，消費者利益の推計における

燃費節約額の約半額が税収減として控除され，高い改善率

では車両費用の増加がより大きく影響するためである．

また，ここではCO2の削減価値によらず燃費改善率が20％

の場合に社会的利益が最大となっているが，削減価値が高

いほど，社会的利益が高まる傾向が見られる．

4.2 走行距離別の消費者利益

３章の分析では，平均走行距離を用い燃費改善率に対す

る消費者利益を推計したが，消費者が得られる利益は年間

走行距離に大きく依存する．ここでは，燃費改善率に対す

る車両費用増加額が車種ごとに与えられているため，車種

別に年間走行距離に対する一台あたりの消費者利益を推計

する．

まず，式（3），（4），（8）と同様の設定に基づき，一台あた

りの消費者利益を年間走行距離Lの関数とし次式で定義する．

………（17）

ここで，ek
03は2003年の車種kの燃費を表し，ck,αは燃費

改善率がαの時の車両価格増加額である．この式より，消

費者利益は年間走行距離に関して線形関数であり，割引率，

ガソリン価格，自動車税率を固定とすれば，切片は車両費

用増加額，傾きは燃費改善率に依存する．

燃費改善率が10％，20％，30％の場合について，走行距

離に対する消費者利益を車種別に推計した結果を図５に示

す．これより，普通車と比較して，小型車は損益が分岐す

る走行距離が長く，燃費改善率が30％の場合，５千kmを超

えないと利益が正とならない．また，小型車で走行距離が

５千～８千kmの場合，燃費改善率が20％の場合が最も利益

が高くなる．普通車では４千kmを超えるといずれの改善率

でも消費者利益は正となり，５千km以上では燃費改善率が

30％の場合の利益が最も高くなる．

このように，燃費改善により消費者が得る利益は，走行

距離が長いほど高くなるが，最も消費者利益を高める燃費

改善率は距離帯，車種で異なる．このため，新たな燃費基

準が消費者に与える影響は一様ではなく，特に走行距離の

図４ 平均燃費改善率に対する社会的利益

ΔDFCM＝L
–
・δN・（Pf－t f）　（eg

03－e*Mg）・qgΣ 
g

ΔDVCM＝　　c*Mg・qgΣ 
g

CO2PM＝L
–
・δN・PCO2・　（eg

03－e*Mg）・qgΣ 
g

CPk（L）＝δ・Pf・α・ek
03・L－（1＋t）・ck,α 



－32－

173 エネルギー・資源 Vol. 28  No. 3（2007）

短い消費者は不利益を受けることに留意が必要である．

以上鑑みると，長距離ユーザは燃費改善率の高い技術導

入により利益を得られるが，短距離ユーザは車両価格の増

加により不利益を被る．このため，燃費基準が導入されて

も，小型車の短距離ユーザを中心に低価格な車両のニーズ

が存在すると考えられる．一方，普通車では走行距離が５

千km程度あれば燃費改善技術導入により十分利益を得ら

れるため，積極的な技術導入が効率的と推計される．

本研究では新たな燃費基準を全車両が満たすことを仮定

したが，消費者ニーズを考慮するには走行距離分布に基づ

く技術導入率の設定と基準の検討が必要である．

５．まとめ

本研究ではガソリン乗用車を対象に，燃費技術の改善率

と費用を調査し，それに基づき技術導入が自動車利用の経

済性に及ぼす効果を推計した．その結果，１）燃費改善率

が高いほど消費者利益が高いこと，２）重量車の燃費改善

率を高めることが消費者利益の観点からは効率的なこと，

３）社会的には改善率の高すぎる技術導入は利益を低下さ

せ，利益を最大化する改善率が存在し得ること，４）消費

者の利益は走行距離で異なり，一律の技術導入により短距

離ユーザの利益は負となりうること，５）長距離ユーザは

技術導入により十分利益を得られること，を推計した．こ

れより，自動車の燃費改善技術は省エネ，CO2削減を通じて

社会に利益をもたらし得ること，またIW別には重量車にお

ける積極的な燃費技術導入が効率的なことが示唆される．

ただし，本研究の分析結果は主に欧米の文献より得られ

た技術特性に基づいており，要素費用は普及段階のものを

想定している．特に，パッケージ費用は他の調査と比較し

て低めの設定値となっていることに留意が必要である．新

技術の導入過程を含めた我が国の状況を反映するには対応

する改善率，費用，および量産化に伴う費用の習熟曲線な

どの適切な情報が必要である．また，燃費改善に対する消

費者利益は走行距離に依存するため，より詳細な評価のた

めには走行距離分布を考慮した分析が必要である．これら

は今後の課題とする．

図５ 走行距離に対する燃費改善率別消費者利益

ｂ）普通車

ａ）小型車

（注）
注１）施策の経済性の評価指標として社会的便益が広く用いられ

ている25）．ただし，社会的便益は消費者余剰に基づく概念

であり，一般に価格に対する需要曲線の推計が必要である．

本研究では車両台数，走行距離を固定的に与えており余剰

に基づく便益の定義に課題があるため，消費者の総費用減

少分を消費者利益，そこから自動車税，燃料税を控除しCO2

削減価値を加えたものを４章の社会的利益と定義している．

なお，USDOT3）では車両需要は固定的に与えているが，社

会的便益を燃料節約額，原油輸入外部性減少，リバウンド

効果による消費者便益と外部費用の増加，大気汚染の減少，

給油時間節約便益の和と定義している．

注２）この方法は，与えられたMtで消費者利益の勾配が最大とな

るMt＋1を順次求めるため，局所解が得られる可能性がある．

すなわち，所定の平均燃費改善率を達成し，より高い消費

者利益を与えるIW別の基準値が存在する可能性がある．た

だし，燃費改善率に対する燃料節約額は線形に増加するの

に対し，限界費用は図１に示すようにおおむね逓増するこ

とから燃費改善率に対する消費者利益の変化率は単調に減

少し，結局，大域的な最大値に到達すると期待される．た

だし，厳密には燃費改善率と費用の関係は離散的に与えら

れており，かつ変化率は必ずしも単調ではないことから，

組合せ最適化アルゴリズムによる確認を行うべきである．

注３）ガソリンのCO2排出量は，発熱量と排出係数より2.32kg-

CO2/Lであるが26），原油の輸送，精製段階で0.32kg-CO2/L排

出する27）．そのため，ここでは2.64kg-CO2/Lと設定する．

また，CO2の削減価値として，ここでは取引価格と対策費用

を検討した．取引価格として，2004年１月から2005年４月

までのCERの平均価格（$5.63/tCO2＝1.7円/L）28）とEU ETS

における2006年３月30日の終値（C–– 27.33/tCO2＝10.3円/L）29）

を用いた（117円/$，142円/C–– と設定）．また，我が国の対策

費用は３万円/tC（＝21.6円/L）と設定した25）．
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